
平成27年 1月 14日 

復 興 庁

平成27年度予算概算決定概要 

（参考資料） 

Ｐ１：福島再生加速化交付金 

Ｐ３：「新しい東北」官民連携推進協議会運営事業 

Ｐ４：復興水産加工業販路回復促進事業 

Ｐ５：中小企業組合等共同施設等災害復旧事業 

Ｐ６：被災者健康・生活支援総合交付金 



（１）対象区域：避難指示を受けた１２市町村等（各事業に応じて対象地
域を設定）

（２）福島再生加速化交付金の全体像

（３）対象事業
【既存事業】

○ 長期避難者の生活拠点の形成（復興公営住宅の整備等）
○ 福島定住対策（子どもの運動機会確保（全天候型運動施設の整備）等）
○ 町内復興拠点等、生活拠点の確保（公的賃貸住宅整備等）
○ 放射線不安を払拭する生活環境の向上
○ 放射線への健康不安・健康管理対策
○ 社会福祉施設の整備
○ 営農再開等に向けた環境整備 （農地・農業用施設の整備等）
○ 商工業再開に向けた環境整備（産業団地整備等）
【追加事業】

○ 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業等）
○ 復興再生拠点整備事業（一団地の復興再生拠点市街地形成施設整備）
○ 道路事業（アクセス道路等）
○ 災害公営住宅整備事業等
（災害公営住宅の整備、災害公営住宅に係る用地取得造成等）

等

○ 福島では、避難指示解除が始まり、長期避難者への支援
とともに住民の早期帰還を一層推進する段階を迎えている。

○ 復興の動きを加速するために、長期避難者への支援から
早期帰還への対応までの施策を一括して支援する「福島
再生加速化交付金」を、福島復興の柱とし、他の事業とも
連携させつつ、福島再生加速化の原動力として活用してい
る。

○ 一括化し、事業メニューを多様化することで、使い勝手が
良く、より広くきめ細かなニーズに対応可能としているとこ
ろであるが、更に、福島復興再生特別措置法の改正を行
い、帰還環境整備（仮称）に新たな事業メニューを追加し、
帰還環境整備交付金（仮称）として法定化するとともに、基
金の対象を拡充し、より使い勝手の良いものとする。

福島再生加速化交付金
平成２７年度概算決定額 １，０５６億円

（平成２６年度予算額 １，０８８億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

○ 長期避難者の生活拠点整備、福島への定住支援、
帰還加速のための生活環境向上や生活拠点整備等を一
括して支援することにより、２６年度より、一部地域から避
難指示解除が始まっている福島被災地の復興・再生を加
速することが期待できる。

期待される効果

一
括

復
興
庁

県・12市町村
等

資金の流れ
交付金

各
省
庁

交付金 目的
福島特措法上の
位置付け

福島再
生加速
化交付
金

帰還環境整備
（仮称）

避難住民の早期帰還の促進、
地域の再生加速化

帰還環境整備交
付金（仮称）

長期避難者生
活拠点形成

長期避難者向けの公営住宅
整備とコミュニティ支援

生活拠点形成交
付金

福島定住等緊
急支援

子育て世帯が安心して定住
できる環境の整備

（予算補助）
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福島再生加速化交付金の事業例

○ 町外コミュニティ（復興公営住宅）の整備

○ 町内復興拠点の形成
（帰還者、新規転入者のための公的賃貸住宅の整備）

◎ 一団地の復興再生拠点市街地形成

◎ 災害公営住宅、道路等の整備

生活拠点の確保

○ 個人線量計の配布、線量のデータ収集・分析

○ 放射線・健康・生活に係る相談員の配置

○ 介護福祉施設、児童福祉施設等の整備

健康管理・健康不安対策、社会福祉施設整備

【相談員配置】
【個人線量計配布】

○ 線量低減効果のある、又は放射線不安を払拭するき
め細かな生活環境向上（花壇、道路側溝有蓋化、遮蔽板等）

○ 安心できる生活用水の確保（簡易水道整備、井戸掘削等）
○ 全天候型運動施設の整備

生活環境の向上 農林水産業、商工業再開に向けた環境整備

○ 農地・農業用施設等の生産基盤及び生活環境の整備

○ 産業団地等の整備、事業所等の整備

【花壇設置（線量遮蔽）】

【生活用水確保】

【全天候型運動施設整備】

【町内外の復興拠点整備、コミュニティ形成】

【介護福祉施設整備】

【農地整備】 【産業団地等の整備】

○は既存事業、◎は追加事業
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○ 「新しい東北」の実現に向け、被災地で
事業展開されている多様な主体（企業・大
学・NPO等）による取組について、情報の共
有・交換を進め、様々な連携を推進するため、
「新しい東北」官民連携推進協議会を運営。

○ また、被災地の事業者や起業者が必要な資
金提供やノウハウ面の支援を受け、また、
ネットワーク作りを行うことができるような
環境整備を実施。【投融資促進分科会、企業連携
分科会（仮称）】

○ さらに、地方自治体等が、地域の課題解決
に向け、先進的な取組の導入に積極的に取り
組むことができるような環境整備を実施。
【地域づくり分科会（仮称）】

「新しい東北」官民連携推進協議会運営事業（復興庁総合政策班）

２７年度概算決定額 5.６億円【復興】
（２６年度予算額 2.2億円 うち1.4億円は他事業からの組替、0.8億円は復興推進調整費）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

復
興
庁

調査費

民間事業者

※その他、旅費、諸謝金

資金の流れ

業復興の実現に向け、より効果的なハンズオン支援を実施。

○被災地における幅広い担い手（民間企業・大学・NPO等）の間で連携が活発に
なり、復興に向けた様々な取組が活性化するとともに、被災地での横展開につ
ながり、東北の持続的な活力を創出。

○企業連携プロジェクト支援事業と統合し、一体的に事業を推進することで、産

期待される効果

ビジネス
アドバイス
資金支援

先進的な取組の
横展開

ビジネス
マッチング

被災地の取組

「民」の活力を結集

東北の持続的な活力に

人材支援支援のマッチング、
様々な連携、
横展開を推進

○ウェブサイトや会員交流会で、多様な
主体の取組に関する情報を共有・交換。

○金融機関等の間で、先進事例等を情報共有。
ビジネスコンテストも実施。【投融資促進分科会】

○地方自治体を対象に、ノウハウ・先進事例等を情報共有。
自治体の取組状況に応じたフォロー等も実施。
【地域づくり分科会（仮称）】

○被災事業者を対象としたハンズオン支援を実施。
【企業連携分科会（仮称）】

支援者間
の連携
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復興水産加工業販路回復促進事業 

 東日本大震災の発生から３年が経ち、被災した水産加工施設の復旧は進んできた一方で、失われた販路の
回復が課題。

 被災地の水産加工業の販路回復等のため、水産加工・流通の各段階への個別指導、セミナー等の開催、被
災地の水産加工業者等が行う販路の回復・新規創出等の取組に必要な加工機器の整備等を支援。

・被災地の水産加工品の販路の回復・新規創出等に向けた、
漁業者、加工・流通業者もしくはそれらの団体が実施する取
組に必要な加工機器の整備等の経費を支援。   

① 復興水産加工業販路回復促進指導事業 【拡充】

・被災地の水産加工品等の販路回復に向けた個別指導及び
セミナー等の開催を支援。
・被災地産水産物の安全性をＰＲするためのセミナー・講習会
等の開催を支援。            

② 水産加工業販路回復取組支援事業 【拡充】

③ 加工原料等の安定確保取組支援事業 【継続】

・被災地において加工原料を確保するため遠隔地から調達す
る際の運賃の掛かり増し経費の一部等を支援。   

販路
喪失

マーケティング 

原料の確保 

新商品開発 

新商品販売 

販路回復の取組 

【平成27年度概算決定額 ９５１（９５）百万円】

水産加工業者 加工・流通施設復旧 

売上げ回復！ 水産加工業者 加工・流通施設復旧 

売上げ減･･･ 

復興！ 

【事業実施主体：民間団体  補助率：定額】

【事業実施主体：民間団体  補助率：定額、２／３以内】

【事業実施主体：漁協、水産加工協等  補助率：１／２以内】
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事業の内容

国 県

中⼩企業組合等共同施設等災害復旧事業【復興】
平成2７年度予算案額 400.0億円（220.7億円）

中⼩企業庁
経営⽀援課 03-3501-1763
商 業 課 03-3501-1929

事業イメージ

事業⽬的・概要
東⽇本⼤震災により甚⼤な被害を受け、特に復興が遅れている
地域（岩⼿県、宮城県、福島県の津波浸⽔地域及び福島県
の避難指⽰区域等）を対象に、中⼩企業等グループが作成し
た復興事業計画に基づく施設の整備等を⾏う場合に、その費⽤
に対して、３／４（国が１／２、県が１／４）を補助します。

地域の商業機能回復のニーズに応えるため、共同店舗の新設
や街区の再配置などを補助します。

成果⽬標
平成24年度から平成27年度の4年間の事業であり、中⼩企業
グループ等に対して、県の認定を受けた復興事業計画に基づく施
設の復旧等の⽀援を１００％⾏うことを⽬指します。

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）
１．対象者
中⼩企業グループ、商店街振興組合、まちづくり会社 等
２．対象経費
施設費、設備費、市場調査費 等
商業等の賑わい創出のためのイベント等の事業費 等
３．補助率
３／４（国１／２、県１／４ ）

※事業者負担となる1/4相当分は⾼度化融資（無利⼦）の利⽤が可能。

中⼩企業
グループ等補助

（事業費の1/2）
補助

（事業費の3/4） 事業者負担は1/4

倒壊した
工場・施設等

復興事業計画等による整備復興事業計画等による整備

共同店舗の設置支援 商店街施設及び店舗の復興支援

復興事業計画等による整備

地域商業の賑わい復興支援

施設等の整備等

• 震災により損壊等した施設等の復旧等を⽀援します。
• その際、従前の施設等への復旧では事業再開や継続、売上回復
が困難な場合には、これに代えて、新分野需要開拓等を⾒据えた
新たな取組（「新商品製造ラインへの転換」、「新商品・サービス
開発」、「新市場開拓調査」、「⽣産効率向上」、「従業員確保の
ための宿舎整備」等）の実施を⽀援します。

共同店舗の新設や街区の再配置等

• 共同店舗の設置、地域の需要に応じた商業規模への復興等を⽀
援します。
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予算の移替え 交付金の交付

被災者健康・生活支援総合交付金
平成２７年度概算決定額 ５９億円

○避難生活の長期化や、災害公営住宅等への移転に
よる被災者の分散化など、復興のステージに対応し、
被災者支援施策の強化を図るため、復興庁では、総
理指示を受け、「被災者の健康・生活支援に関する
総合施策（平成26年８月）」（被災者に対する健
康・生活支援に関するタスクフォース）を策定。

○こうした状況の下、各被災自治体において、直面
する課題・ニーズに的確に対応し、効果的な被災者
支援活動を実施できるよう、被災者の健康・生活支
援に関する基幹的事業を一括化した「被災者健康・
生活支援総合交付金」を創設。

○新たな交付金では、１つの事業計画の下で、被災
自治体における「被災者の見守り・コミュニティ形
成支援」、「被災した子どもに対する支援」の取組
を一体的に支援。

事業概要・目的

復
興
庁

県・
市町村

関
係
省
庁

資金の流れ

事業イメージ・具体例

○被災者の見守り・コミュニティ形成支援や、被災した子どもへの支
援について、被災自治体において横断的な事業計画を策定し、
交付金による一体的支援が行われることにより、各地域の実情
に応じて、より効果的・効率的な被災者支援活動の展開が期待

される。

期待される効果

Ⅰ．被災者の見守り・コミュニティ形成支援

①地域コミュニ
ティ活動を活用
した被災者生活
支援事業

生活支援相談員の配置や、地域
コミュニティ活動の活性化等を通
じて、孤立防止の見守りなど被災
者の日常生活を支援

Ⅱ．被災した子どもに対する支援

②被災した子ど
もの健康・生活
対策等総合支援
事業

子どものいる家庭等への訪問によ
る心身の健康に関する相談・支援、
遊具の設置や子どもの心身のケア
など、被災した子どもへの総合的
な支援を実施

③福島県の子供
たちを対象とす
る自然体験・交
流活動支援事業

福島県内の子供を対象に、学校
等が実施する自然体験活動や県外
の子供たちとの交流活動を支援
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東京電力福島第一原子力発電所の事故により、避難生活等によ
り日常生活における制限を余儀なくされている福島県内に在住す
る子供たちの心身の健全育成を目的に、県内の学校または社会教
育団体等が実施する自然体験活動（キャンプ、ハイキング、自然
観察、農林漁業体験等）や県外の子供たちとの交流活動を支援す
る。

①学校等体験活動支援事業

②社会教育関係団体体験活動支援事業

被災した子どもや子どものいる家庭等に対する心身の健康や生活
等に対する総合的な支援を行う。

①子ども健やか訪問事業

②仮設住宅に住む子どもが安心して過ごすことができる環境づくり
事業

③遊具の設置や子育てイベントの開催

④親を亡くした子ども等への相談・援助事業

⑤児童福祉施設等給食安心対策事業

⑥保育料等減免事業

仮設住宅における避難生活の長期化等を踏まえ、以下のような被災者に対する日常生活支援を総合的に実施。

①生活支援相談員の配置等を通じて、被災者のニーズ把握、見守り、日常生活上の相談支援を行うほか、

住民相互の交流機会を提供

②自治会活動など住民による地域コミュニティ活動の活性化を支援（効果的ノウハウの提供、活動の立ち

上げ支援、活動費の助成等し、これらの活動を被災者支援に活用

③地域コミュニティ活動と連携した被災者に対する相談支援、孤立防止のための見守り等の日常生活支援

④被災者の日常生活支援を行う社会福祉協議会、社会福祉法人、ＮＰＯ、自治会など関係団体間の活動内

容を調整するための「被災者生活支援調整会議」の開催

⑤被災者に対する支援技法に関する研修やメンタルケア等被災者支援に従事する者の活動のバックアップ

被災者健康・生活支援総合交付金の事業

Ⅰ-①地域コミュニティ活動を活用した被災者生活支援事業

Ⅱ-①被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業 Ⅱ-②福島県の子供たちを対象とする自然体験・交流
活動支援事業
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